
令和 4 年度 第 2 回海洋技術フォーラムシンポジウム プログラム 

 

テーマ：第 4 期海洋基本計画における科学技術・イノベーションの在り方（その 5） 

～海洋技術開発のあるべき姿～ 

 

開催趣旨： 

新型コロナウイルスの後遺症として長期化が懸念される景気後退、カーボンニュートラルへ向けた社会や産

業構造の大転換、2021 年から国連海洋科学の 10 年の開始、国民の安全・安心への意識の高まりを踏まえ、海

洋の各分野において、科学技術・イノベーションの進展により、産業振興、地域活性化、環境保護、国際競争

力向上などが課題として顕在化した今、第 4期海洋基本計画策定において科学技術・イノベーションの強化は

必達となっている。 

さらに、2007 年の海洋基本法制定以来、我が国において推進してきた海洋の大規模開発の多くが商業化に

至っていない事実を真摯に受け止め、実証実験と商業化の間のギャップの検証を行い、包括的なビジョンを以

って課題解決のための施策を促進する必要がある。 

以上を踏まえ、海洋技術フォーラムでは、第 4 期海洋基本計画において重点的に取り上げるべき科学技術・

イノベーションの課題を議論するため、ここにシンポジウムを開催し、広く産官学からの意見を募り、これを

意見書としてまとめて社会に公表することとした。 

第 5 回目となる本シンポジウムでは、基調講演として、田中明彦 総合海洋政策本部参与会議座長に経済安

全保障とは何か、今なぜ重要なのかについてお話しいただく。引き続いて、「海洋技術開発のあるべき姿」とい

うテーマの下、第 4 期海洋基本計画策定を目前に、浮体式洋上風力発電の数値目標とその国内サプライチェー

ンのロードマップ、これと並んで経済安全保障上、新たな方向性を示さなくてはならない海洋鉱物資源、そし

てこれら海洋産業発展の政策基盤となる海洋空間計画について、20 年、30 年先の近未来を見据えて、次なる

5 年間に何をなすべきかにつき、それぞれの第一人者の方々からご講演いただいたうえで、広く参加者との議

論を試みる。 

 

日時：11 月 4 日 13：00-17：00 

会場：ウェビナー方式 

参加費：無料 

参加申込み：以下の URL からお申し込みください。参加お申込みいただいた方にウェビナーURL を送付いた

します。 

http://lemons.k.u-tokyo.ac.jp/symposium/2022kaiyou2.html 

 

プログラム： 

13：00-13：05 

開会の辞：佐藤 徹 海洋技術フォーラム 代表、東京大学 教授、総合海洋政策本部 参与 

 

13：05-13：10 

来賓挨拶：武見 敬三 様 参議院議員、自民党海洋戦略戦略小委員会 委員長、海洋基本法戦略研究会 代表世

話人代行 

 

 



13：10-13：20 

来賓挨拶：村田 茂樹 様 内閣府 総合海洋政策推進事務局長 

 

13：20-13：55 

基調講演：「総合的な海洋の安全保障と経済安全保障」 

田中 明彦 様 独立行政法人国際協力機構 理事長、総合海洋政策本部参与会議 座長 

 

13：55-14：10 

令和 4 年度海洋技術フォーラム提言書の紹介： 

佐藤 徹 海洋技術フォーラム 代表、東京大学 教授、総合海洋政策本部 参与 

 

講演「海洋技術開発のあるべき姿」 

14：10-15：00 

1. 「浮体式洋上風力発電の数値目標～急拡大する世界の見通しと我が国が目指す姿～」25 分 

織田 洋一 氏 長崎大学 海洋未来イノベーション機構 コーディネーター  

2. 「浮体式洋上風力発電の商用化に向けたロードマップ策定（国内サプライチェーン形成）中間報告」25 分 

 石川 寛樹 氏 海洋産業タスクフォース運営委員会 委員長、ジャパンマリンユナイテッド（株） 顧問 

 

15：00-15：25 討論 

 

（休憩 10 分） 

 

15：35-16：25 

3. 「日本の海洋鉱物資源開発の可能性と期待」25 分 

 山崎 哲生 氏 大阪公立大学 大学院工学研究科 客員研究員（大阪府立大学名誉教授） 

4. 「日本版海洋空間計画の可能性と期待」25 分 

 道田 豊 氏 東京大学 大気海洋研究所 教授、日本ユネスコ国内委員会 IOC 分科会 主査 

 

16：25-16：50 討論 

 

16：50-17：00 

閉会の辞：阪口 秀 公益財団法人笹川平和財団 常務理事・海洋政策研究所 所長 

 

主催：海洋技術フォーラム 

協賛：一般社団法人日本プロジェクト産業協議会、国立研究開発法人海上･港湾･航空技術研究所 海上技術安

全研究所 

後援：内閣府 総合海洋政策推進事務局、海洋産業タスクフォース、国立研究開発法人海洋研究開発機構、公益

財団法人笹川平和財団 海洋政策研究所 


